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国際シンポジウムにおいて、モンゴル国ドルノゴビ県サインシャンド村ズーンバヤン地区（人口約 2千人）
での住民主体被ばく対策活動研究の進捗について報告した。
当研究は 2017年 5月～2019年 4月の期間トヨタ財団海外共同研究助成を受けて実施している。
モンゴル国は複数のウラン鉱床を有し、被ばくの可能性があるにもかかわらず、ウラン鉱床の試験採掘前後
に周辺住民への周知はなかった。このため、住民が自ら知識を得て被ばく対策を考え実行し、ひいては住民が
健康を保持増進できるよう支援することを目的とするアクションリサーチである。
これまでに実施してきた住民活動導入と活動開始からの動きについて報告した。住民健康診断と空間放射線

線量調査の結果詳細は発表されている1)。これまで把握した地域の現状から、被ばくの可能性は現時点では非常
に低く、住民活動によって被ばくのみならず全般的な緊急事態に備えることがより現実的であると判断した。
これまでいくつかのアプローチを採用して住民活動の主体的展開を促進している。地元のファシリテーター
の本邦研修、ズーンバヤン住民によるワーキンググループ活動、全住民への知識や情報の伝達、リスクコミュ
ニケーション能力の育成などである。
個人、家族、地域の災害・緊急時の脆弱性と備えの実態=現能力を住民と科学的に把握し、対策の強化内
容を順位付けし行動に移すことを次の行動目標としている。
これまでの介入の結果、地域のリーダーが育成されつつある。健康フェアの開催や全戸配布用「そなえる　
ズーンバヤン　ノート（仮称）」作成など、住民主体の活動が始動していることから、助成期間が終了後もゆ
るやかに支援を継続してゆく予定である。
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